
教育情報化コーディネータの現実的課題とその解決のための方策の一考察 
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要約 学校における教育の情報化を推進するための様々な方策の一つとして「教育情報化コーディネータ（以

下 ITCe）」への期待は大きい。実際の配置事例はまだ少ないが、先駆的地域ではすでにそれに準じた立場で活
動し効果を上げている ITCeが存在している。それらの事例を調査することによって、これから本格的な普及
期に入るであろう ITCe配置における諸課題、効果的な運用のために必要とされる要件が明らかになった。 
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1. 研究の背景 
JAPET による検定試験制度も昨年度より開
始され、教育情報化コーディネータ（以下、

ITCe）配置による教育現場の情報化の推進はこ
れから本格的な普及期を迎える直前にある。i 
実際に ITCe 配置がなされている地域はまだ
まだ少ない現状だが、類似の立場で先駆的に業

務・実践を行い、あるいは行いつつある地区・

指導者はいくつか存在している。 
理念として ITCe に期待される役割を効果的
に果たすに必要な要件が、それら先駆的な地

区・指導者においてはすでに現実的な課題とし

て認識されている。 
2. 研究の目的 

ITCe 配置先進地域においては、すでに多く
実践上の試みが行われ、課題やその解決のため

の知見が蓄積されている。それらを明らかにす

ることは、地域による違いはあるにせよ、今後

導入が本格化するであろう ITCe 配置に際して
の貴重な情報となり得る。 
よって本研究では、まず ITCe の理念を確認
しながら、ITCe配置地区の先駆的事例を調査、
比較検討し、より効果的な配置のために必要と

される要件と現実的課題を明らかにすることを

試みることを目的とする。 
3. 研究の方法 

ITCe に期待される役割と類似の立場で業
務・実践を行っている地域の指導者は全国的に

もまだ極めて少なく、調査対象を広く取ること

は難しい。よって本研究では、先駆的な指導者

の一部を対象にインタビュー調査、および同行

取材を行い、得られた知見を KJ 法により整理
を行うことで、彼らの活動の背景や直面する現

実的課題および、それらに対処するためのビジ

ョンと方策をあぶり出す。ITCe 配置の理念に
対し、先駆的な ITCe 実践がどのような意味を
持つのかを考察し、地域の教育情報化を進める

ITCe 活動の現実的な課題とより効果的な配置
の要件を探っていく。 
4. ITCeの理念 

ITCe 配置先進地区の事例を見る前に、ITCe
が教育の情報化においてどのような役割を期待

されているのか、その理念を確認しておきたい。 
永野ii（2001）は ITCe の立場として、「学校
にどのようなハードやソフトを整備していけば

よいのか、どのように組織をつくり、情報化を

進めていけばよいのか、といった問題について、

学校や教育委員会に対して、バランスの良い立

場から、適切にアドバイス出来る人材」と述べ、

特に大事な役割として「最適な提案を行える幅

広い関連の知識と技術を身につけ、依頼者や設

計者の話や立場が理解できる」と述べると同時

に「コーディネータの扱う多くの問題は、どち

らかを採用するともう一つの利点を捨てなけれ

ばならない、いわゆるトレードオフの問題であ

る。」としている。ITCeは学校教育を巡る様々
な機関・関係者の実態と要請を把握しながら、

その時点における最適解と考えられるソリュー

ションを選択し提案することが期待されている

のである。 
では地域の実態や要請に応えるために先駆的

地域の ITCe がどのような現状把握とビジョン
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を持ち、業務を行っているのであろうか？以下

の事例調査において検証する。 
5. 現任 ITCeの活動事例 

ITCe 的立場で地域のコーディネートを行っ
ている事例を２例調査した。一例目はすでに２

年あまりにわたって地域の教育情報化をリード

している T県 M郡の N氏の事例、二例目は情
報教育先進校のリーダー教諭が情報教育指導主

事に転属し地域の教育情報化を実行している I
県 K 市の M 市の事例である。どちらも、地域
の教育現場の事情に精通し現実に基づいてコー

ディネート業務を行っており、それが事例とし

て取り上げる理由である。 
① T 県 M 郡 IT コーディネータ N 氏 

ⅰ）地域の状況 
複数の指定事業により郡内全校での高速ネッ

トワークシステムが早期に完成、郡ネットワー

クセンターが設立された地域である。iii 
ⅱ）ITCe としての立場 
情報加配教諭籍だが、地域教育ネットワーク

センター専任スタッフとして地域の教育情報化

を担当している。 
② I 県 K 市指導主事 M 氏 
ⅰ）地域の状況 

TAO 指定を受け比較的早期に地域内教育ネ
ットワークが稼働したが、２年後の指定事業終

了に伴う根本的に体制見直しに迫られている。 
ⅱ）ITCe としての立場 
小学校教諭から指導主事（情報・理科・生活

科・幼稚園担当）に今年度より配属になった。 
6. 考察 
以上の２事例の調査結果を整理したものが、

図表１「業務の分析」である。この図をもとに

先駆的 ITCe 実践事例における現実的な課題と
対処について以下で考察を行う。 
①活動の背景と課題 
 共通するものとして、両者ともに自治体行政

による先見的な判断・理解によりコーディネー

タのポストが準備され活動が支援されている点

が挙げられる。どちらの行政体においても「情

報教育」の推進が重視され、必要な措置を的確

に行うことの重要性が理解されていると言える。 

教育用ネットワークインフラの整備と維持管

理・授業利用啓発への取り組みに対する力点の

置き方には違いが見られるが、それは地域の実

情と次に述べる行政側のニーズへの対応による

ものであると言えるだろう。 
②行政への対応 
 共通するものとして、情報教育推進のために

必要な「行政のニーズの把握」と「活動成果の

アピール」が挙げられる。 
取り上げたどちらの事例においても行政側は

「活動成果の明示」を求めており、それは今後

の情報教育推進のための予算措置（当然ながら

そこには「説明責任」が伴う）が不可欠である。

T県M郡での事例では、教育ネットワークセン
ターとしてインフラ整備・管理と授業・校務で

の利用啓発を行うことが主要な業務として求め

られ、I県 K市では学校現場における情報教育
の本格的な普及体制の地固めにより将来的なイ

ンフラ見直しの必要性アピールし予算を獲得す

ることが行政側からのニーズと把握されている。 
それらは、次に述べる「学校現場」における

情報教育が推進されたという「成果」を明示的

にアピールすることで達成する必要があり、コ

ーディネータとして最重要の課題となっている。 
③学校現場との対応 
 この面において、両コーディネータの具体的

な取り組みはかなり異なる様相を見せる。 
 T 県 M 郡の N 氏は、ネットワークやメディ
ア利用による情報教育推進を、担当地区の現場

教員のニーズに密着し細やかなサポートを行う

ことで達成することをポリシーとして活動して

いる。広域ネットワークシステムの設定・保守

管理を一元的に引き受け、同時に現場教員に具

体的な利用場面（ソリューション）を啓発する

活動に業務の過半の時間を割いている。 
 I県 K市のM氏は、技術的なサポートはでき
る限り専門家に任せられる体制作りを志向し、

現場教員のスキル・リテラシー向上のために市

教育センター研修講座の充実を最重点としてい

る。具体例として、２００２年度の夏期休業期

間中の７・８月、6 テーマ１０講座を設定し、
一般研修受講希望者全員に対応する体制をとっ
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平成１２年度より郡と県の合意により
情報加配教諭身分のまま、郡の教育
ネットワークセンター勤務となり、地域
の IT コーディネータとして働く。 
担当地区学校数 約６０校弱 

行政・教育委員会のニーズへの把握、 
成果のアピール対応 

学校現場のニーズへの対応 

地域の実践的リーダー集団の育成 

情報収集のために 
・ 教育委員会、管理職との意志の疎通を重視 

問題へ柔軟な対応のために 
・ 学校現場への頻繁な訪問、対応 

現行教育ネットワークインフ
ラの整備、維持・管理業務 
・ 教育ネットワークセンター運営 
・ 担当地域学校のネットワーク整
備、維持管理 

将来的な教育ネットワークイ
ンフラ整備のビジョン策定 
・ 現行ネットワーク指定事業の期
限切れが迫る。 
・ 次期教育用ネットワークの構想
の策定と、その実現のための予
算措置獲得のためのアピール 

地域の情報教育を統括するコーディネ

ータとしての地域・行政からの役割期待

・ 地元学校での勤務経験 
・ 情報教育実践で地域のリーダー的存
在 

・ 地元の学校教育事情に精通 

・ 情報教育（メディア利用）の推進 
・ 校務等の学校情報化の推進 

授業支援 
・ TTによる授業支援 
・ 授業研究会で助言 

現場支援体制の確立努力
・ ヘルプデスクの活用 
・ 緊急雇用 ITアドバイザの配置
養成と活用 

・ 学校リーダーのスキルアップ 
・ 専門家による保守契約を重視 

本格的な ITCe制度の普及へ
の期待 

・ 自ら ITCe２級資格を取得 
・ 校内推進リーダー（ITCe３級レベ
ル）の育成の公的な保証を希望 

各地区の 
実践リーダー集団の育成 
・ 地区ごとのコアメンバーの選出 
・ 複数の情報教育プロジェクト立ち
上げ 
・ 県管轄のプロジェクトへの推薦 
・ 地区リーダーの要請に優先対応 

専任コーディネータとしての 
柔軟性の重要性 

・ 直接の授業支援、直接授業担当が
可能 

指導主事としての権限の 
重要性 

・ 県レベル会議への出席が可能 
・ 市の行政組織への要請・陳情が
容易 

・ 情報教育推進のための環境作り 
・ 校務等の学校情報化の推進 

現場支援の徹底（技術支援） 
・ 校内ネットワークのメンテナンス、トラ
ブルシューティング 

・ 地域内ネットワークの構築、一元管理

現場教員のスキル 
リテラシーアップ 

・ TTによる授業支援 
・ 授業研究会で助言 

センター研修講座の 
拡充と充実 

・ 希望者全員に対応できる夏期休
業中の研修講座計画 
・ 地域の実践リーダーを講師とした
研修講座開催（リーダー育成） 

情報教育研究サークルの主宰 
・ TTによる授業支援 
・ 授業研究会で助言 

教員出身コーディネータとしての利点 
・ 学校現場の実情の的確な把握 
・ 授業指導に関する知見の蓄積 

最新の情報教育トレンドを 
つかむ自己研修 

・ 広く県外の情報教育研修会に積極
的に参加 
・ 全国レベルの情報教育プロジェクト
への積極的参画 

凡例 
        ２事例の共通の目標・外部要請 

        ２事例共通の取り組み・ポリシー 

        独自の取り組み・ポリシー 

        問題点、課題 

リーダー人材の確保の難しさ

Ｔ県Ｍ郡ＩＴＣ Ｎ氏 I県Ｋ市指導主事Ｍ氏 

図表１ 業務の分析 

教科指導主事兼任
の時間的負荷 

担当地区・業務の
広範・多忙 

限られた時間 

平成１４年度より、K 市教育センター
に情報教育兼教科指導主事として、
地区の小学校教諭から転任配属。 
担当地区学校数 約４０校 



ている。また管理職、調理員や校務員、情報教

育担当者講座など学校の夏期休業期間をフルに

活用した諸講座が実施されている。 
 異なる様相も見られるが、T県 N氏の稼働実
績としてコーディネータ２名で年間 1400 時間
余りを学校訪問に費やしたのに対し、I県M氏
も 2002 年度の４～７月でのべ７０回以上の学
校訪問を行い、現場の把握と全体の底上げを重

視する点で共通する。しかし、そのための時間

の捻出と多忙に悩まされるのも共通項である。 
④情報教育推進の重点 
 両者に共通する取り組みは、地域の情報教育

推進を支える実践的リーダー集団の育成である。

非常に時間と手間のかかる課題だが、両者とも

情報教育研究のためのコアとなる地域サークル

を主宰し育成にあたっている。特に I県M氏に
おいては、実践的リーダー育成を情報教育推進

の取り組みを２年後の達成をめどに最重点課題

として取り組んでいる。 
また T県 N氏においては、ITCe制度の本格
的な運用が局面打開に重要ととらえ、自ら ITCe
２級資格を取得、３級資格取得者の増加が学校

現場の底上げになるものと期待をかけている。 
コアメンバー育成により、地域により広く情

報教育実践の普及を図ろうとしている点に共通

のポリシーが見られる。地域・校内のリーダー

集団育成が ITCe に期待される本来的な活動の
前提条件であることが明らかであり、ITCe の
個別的努力に加え、そのための行政的バックア

ップ体制が必要と考えられる。 
⑤コーディネータとしての権限・資質 
 両者が共通してあげた点として「情報収集の

重要性」「問題への柔軟な対応」が挙げられる。 
特に前者において、I県 M氏は自らの行動意
志決定に際し、県や市の情勢を的確につかめる

ポジションにある指導主事としての権限が与え

られている点を特に重要と考えている。 
 また T県の N氏においては、専任のコーディ
ネータとして広く全国に研修の場を求めて最新

の教育情勢をつかみつつ現場のニーズに迅速か

つ的確に対応できる知見を常に磨く努力を行う

ことを重視している。 

I県M氏の場合は指導主事としてのポジショ
ンメリットがある反面、教科指導主事兼務ゆえ

の事務量は非常に多い。T県の N氏の「専任コ
ーディネータとしての柔軟性の必要」という指

摘はこの点で重要である。 
7. 結論 
 考察の結果、ITCe 実践の先駆的地域におけ
る現実的課題と対応について、以下のことが明

らかになったと指摘できる。 
（１）ITCe の活動に際しては行政の理解が不
可欠である。そのためには学校現場における情

報教育推進の具体的な成果が明示される取り組

み努力が行われている。 
（２）地域や行政、現場の実情により ITCe の
現実的な活動は規定されるが、情報教育普及の

ために、現場の実情把握と教員ニーズに応える

ための頻繁な学校訪問などの対応が不可欠なも

のとして行われている。 
（３）地域の情報教育実践の高まりには実践リ

ーダー集団の育成が重要である。ITCe が中心
となった研究グループ等の活動が行われている。 
（４）行政の動向や教育界の動向を踏まえた意

志決定が ITCe 活動には重要である。そのため
に必要な権限と業務上の配慮（時間確保等）を

保証することが重要であると考えられている。 
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